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第７次老人保健福祉計画・
第６期介護保険事業計画を策定
　「高齢者が生涯にわたり健やかで安心した生
活を営むことができるまちづくり」を実現する
ため、平成27年を初年度とし、３か年計画「八
千代市高齢者保健福祉計画（第７次老人保健福
祉計画・第６期介護保険事業計画）」を27年３月
に策定しました。

計画策定の趣旨
　日本は世界でも例を見ない超高齢社会を迎え
ています。高齢化の進展は本市も例外ではあり
ません。26年の市の高齢化率（総人口に占める
65歳以上人口の割合）は23.2パーセント。全国
平均の25.9パーセントよりは低いものの、上昇
が続いており、29年には25パーセントに達する
と見込まれています。（図１）
　高齢化の進展に伴い、認知症高齢者への対応、
医療と介護の連携、介護予防、高齢者の尊厳あ

る生活と看
み
取りなど、対応すべき課題も多様に

なっています。こうした超高齢社会の様々な課
題に対応するため、高齢者施策の基本的な考え
方や取り組みを総合的・体系的に整え、高齢者保
健福祉と介護保険事業の方向性を示す「八千代
市高齢者保健福祉計画（第７次老人保健福祉計
画・第６期介護保険事業計画）」を策定しました。

増加する要介護等認定者
　高齢化の進展に伴い、要支援・要介護認定者
も増加傾向にあり、26年の6,083人から、29年
は7,406人、10年後の37年には１万人を超える
と見込まれています。（図２）

地域包括ケアシステムの構築に向けて
　高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその能
力に応じて自立した日常生活を送ることができ
るよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援
を一体的に提供する「地域包括ケアシステム」
の構築に向けた取り組みを進めています。30年
までの３年間では、高齢者の社会参加の促進、
健康づくりや介護予防の推進、住み慣れた地域
で住み続けられる安心・快適な生活環境づくり
の推進などによる取り組みを進めながら、計画
の基本理念の実現を目指します。

介護保険制度改正の主な内容
　27年４月の介護保険制度改正の主な内容は
次のとおりです。
■特別養護老人ホーム等の居住費の負担限度額
の見直し　利用者負担段階が第２段階と第３段
階の人が、特別養護老人ホームや介護老人保健
施設などの多床室を利用したときの負担限度額
（日額）が、320円から370円に引き上げられます。
■特別養護老人ホームの入所要件の見直し　特
別養護老人ホームは、これまで要介護１以上の
人が入所できましたが、27年４月からは原則と
して要介護３以上の人に限定されます。要介護
１・２の人でも、やむを得ない事由により自宅
での日常生活が困難であると認められる場合に
は、特例として入所できます。なお、27年３月
末時点ですでに入所している人は、引き続き利
用できます。
■要支援認定者の訪問介護と通所介護の移行
要支援１・２の人が利用する介護予防サービス
の訪問介護と通所介護は、「介護予防・日常生活
支援総合事業」になります。本市は29年４月に
移行予定であり、移行までの２年間は、これま
でと変わりなく利用できます。移行後は、「訪問
型サービス」と「通所型サービス」として地域
の多様な担い手からサービスの提供を受けられ
るようになります。（図３）　
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※八千代市は29年４月から介護予防・日常生活支援総合
事業へ移行予定

■図３　介護予防・日常生活支援総合事業

■図１　高齢者数等の推計

■図２　要介護等認定者数の推計

訪問介護

通所介護

訪問看護 
通所リハビリテーション 
福祉用具貸与　など

改正後も予防給付として利用で
きます

これまで 改正後

既存の介護サービス事業所に
よる訪問型・通所型サービス
や、ボランティア団体などに
よる生活支援など、さまざま
なサービスを展開

通所型サービス通所型サービス通所型サービス通所型サービス通所型サービス

生活支援サービス生活支援サービス生活支援サービス生活支援サービス生活支援サービス

訪問型サービス訪問型サービス訪問型サービス訪問型サービス訪問型サービス

育
ミ
ニ
講
習
会
も
行
い
ま
す
。

　
▼
見
学
日　
毎
月
第
２
・
第
４
火
曜
日　
▼
内
容
／
時
間　
①
調
理
／
午
前

９
時
か
ら　
②
配
缶
・
配
送
／
午
前
10
時
30
分
か
ら　
③
食
器
具
な
ど
の
洗
浄
／

午
後
１
時
30
分
か
ら　
▼
対
象　
市
内
在
住
の
人
、
市
内
で
活
動
す
る
団
体　

▼
定
員　
各
回
先
着
20
人　
▼
申
し
込
み　
西
八
千
代
調
理
場
（
４
０
６
）

５
６
２
１
へ
電
話
で
予
約
し
、
所
定
の
申
請
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い

清
掃
セ
ン
タ
ー
焼
却
炉
の

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
測
定
結
果
は
基
準
値
以
下

　
清
掃
セ
ン
タ
ー
焼
却
炉
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
測
定
結
果
は
次
の
と
お
り
で
、

国
の
基
準
値
を
下
回
り
ま
し
た
。

測
定
日

測
定
結
果

基
準
値

3
号
炉
排
ガ
ス

1
月
21
日
０・０
０
０
２
４
ナ
ノ
グ
ラ
ム

０・１
ナ
ノ
グ
ラ
ム

※
１
ナ
ノ
グ
ラ
ム
は
10
億
分
の
１
グ
ラ
ム
。

　
お
問
い
合
わ
せ
は
清
掃
セ
ン
タ
ー
（
４
８
３
）
４
５
２
１
へ
。

20.0%

21.0%

22.0%

23.0%

24.0%

25.0%

26.0%

27.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
（人）

総人口 高齢者数 高齢化率

193,077 193,181 193,861 194,410 194,596 195,070 199,355 

41,183 43,168 45,025 46,663 47,758 48,731 51,900 

平成24年 25年 26年 27年 28年 29年 37年

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（人）

平成24年 25年 26年 27年 28年 29年 37年

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１767 854 925 1,010 1,087 1,167 1,604698 814 799 789 766 747
958991 1,137 1,233 1,363 1,481 1,608

2,386
914

946 1,022 1,125 1,218 1,327

2,001

593
684 736 804 859 918

1,304

652
737 784

856
916

980

1,520

521
566 584

609
623

659

864
10,637

7,406
6,556

6,950
6,0835,738

5,136

　計画書は市ホームページ、市役所情報公開室、
公民館、図書館で見ることができます。

お問い合わせは
長寿支援課 483-1151へ
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